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2014 年 10 月 20 日 

＜ニュースリリース＞ 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ東海 

ネットワンシステムズ株式会社 

 

NTTデータ東海とネットワンシステムズ、 

東海市役所のほぼ全ての業務システムを対象とする共通仮想基盤を構築 

～汎用機を廃止し、税・福祉業務に関係する基幹系システムも仮想環境へ移行 

物理サーバも 9割以上削減し、5年間で 1億 4千万円の経費削減効果を見込む～ 

 
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ東海（本社：愛知県名古屋市、代表取締役社長：川島 忠司、

以下 NTTデータ東海）とネットワンシステムズ株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役 社

長執行役員：吉野 孝行、以下 ネットワンシステムズ）は、東海市役所のほぼ全ての業務システム

を対象とする共通仮想基盤を構築しました。この環境は2014年4月から本格稼働しています。 

 

東海市役所は従来、税・福祉業務に関係する基幹系システムを大型汎用機で、また、財務・庶務

業務に関係する情報系システムを約50台の物理サーバで稼働させていました。今後これらの業務シ

ステムは今回構築した共通仮想基盤へと順次移行します。これによって、汎用機を廃止するととも

に物理サーバを9割以上削減し、運用管理負荷・設置面積・消費電力を削減します。東海市役所は

経費削減効果を5年間で1億4千万円と見込んでいます。 

 

 背景と課題 

東海市役所は、2004年度から2013年度までを計画期間とする「第5次 東海市役所行政改革大綱」

を策定しており、事務効率の向上および運用経費の削減を図るため、主に以下の課題を踏まえて既

存情報システムの再構築に取り組んでいました。 

- 汎用機は信頼性・安定性の利点がある一方、維持・運用に多額の費用が必要で、かつ汎用機

上で稼働する業務システムは急激に減少している 

- 物理サーバは各課の個別運用のため、運用管理負荷、調達・保守費用、耐障害性、運用環境

に課題がある 

 

東海市役所はこれらの課題を解決するため、全庁共通の仮想基盤を構築して業務システムを移行

し、2014年度に汎用機を廃止することにしました。この共通仮想基盤への主な要件は「運用負荷軽

減」と「安定稼働」で、関係各社に提案を求めました。 
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 共通仮想基盤の構成内容と特長 

これに対してNTTデータ東海とネットワンシステムズは共同で、EMC「VSPEX」をベースにした

事前検証済みの仮想基盤パッケージを提案しました。このパッケージは、両社が豊富な導入実績と

ノウハウを持つVMware・Cisco・EMCの製品を組み合わせており、各社の管理ソフトウェアを連携

させることで仮想マシン・物理サーバ・共有ストレージを一元管理可能な環境を実現し、運用管理

負荷を大きく低減しています。また、障害発生時には物理環境と仮想環境の連携によって迅速にサ

ービスが自動復旧する仕組みを整えることで、安定して稼働する環境を実現しています。 

さらにデモンストレーションによって、これらの機能が実現することを具体的に提示した点が東

海市役所に高く評価されました。 

 

 移行前後の比較図 

 

 

 共通仮想基盤の主な導入製品 

- 仮想化ソフト：VMware vSphere 

- サーバ：Cisco UCS Bシリーズ ブレードサーバ 

- 共有ストレージ：EMC VNX 

 

 お客様のコメント 

今回の共通仮想基盤の構築にあたり、東海市役所情報課 課長の深川 典昭 様から次のコメント

を頂いております。 

「今回のプロジェクトは、情報系システムに加えて基幹系システムを汎用機から仮想環境に移行

するという重要なものです。ここで、NTTデータ東海とネットワンシステムズからはデモンストレ

ーションを交えてご提案いただいたことで、重要な役割を担う仮想基盤を安心して任せることがで

きました。両社の豊富な設計ノウハウで高い集約率を実現し、また、今後のシステム拡張における

柔軟性も十分に確保できています。今回構築した共通仮想基盤にシステムが移行完了すれば、大き

な経費削減効果を生むとともに、市民の方々への行政サービスの継続性がさらに向上すると期待し

ています。」 
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株式会社エヌ・ティ・ティ・データ東海について 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ東海は、東海地域における NTT データグループの事業拠点と

して、自治体様の行政情報システム、金融機関様の決済・各種情報システム、中核企業様の基幹情

報システム等、様々なシステムを手がけています。 

詳細は http://www.nttdata-tokai.co.jp/ をご覧ください。 

 

ネットワンシステムズ株式会社について 

ネットワンシステムズ株式会社は、お客様の情報インフラを最適化することで戦略的な情報活用を

促進し、ご導入頂くお客様の先のお客様への貢献も見据えて支援する企業です。そのために、常に

世界の最先端技術動向を見極め、その組み合わせを検証して具現化するとともに、実際に自社内で

実践することで利活用のノウハウも併せてお届けしています。 

（設立：1988 年 2 月、売上高：1,424 億 27 百万円〔2014 年 3 月期連結〕） 

詳細は www.netone.co.jp をご覧ください。 

 

※記載されている社名や製品名は、各社の商標または登録商標です。 

 

＜本件に関する報道関係各位からのお問い合わせ先＞ 

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ東海 第一事業部 営業担当：山口貴史 

Tel：050-5556-2888 / Email：tk.cloud-info@nttdata-tokai.co.jp 

 

ネットワンシステムズ株式会社 広報・IR 室：西田武史 

Tel：03-6256-0616 / E-mail：media@netone.co.jp 


